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Abstract

　The geographic distribution of the average cost of medical care for adults aged 75 years 
or older in individual secondary medical areas (ME75) across Japan is uneven: costs are 
high in western Japan and northern Japan (Hokkaido), and low in eastern Japan. However, 
this uneven geographic distribution has mainly been confirmed by visualization on a map 
and has not been objectively confirmed by statistics. Moreover, there has not been suffi-
cient statistical analysis of causative factors such as supply and demand. This study aimed 
to confirm the uneven geographic distribution of ME75 and analyze the causes. The 
uneven geographic distribution was confirmed by the chi-squared test, bivariate Moran’s I, 
and quantitative analysis of multivariate geographic clustering with adjustment for 
confounding factors using spatial multiple regression analysis. The GeoDa system was used 
for this analysis. The geographic clustering of ME75 in individual secondary medical areas 
across Japan clearly showed costs were high in western and northern Japan and low in 
eastern Japan. The numbers of long-term care beds and psychiatric care beds relative to 
population size were identified as the main medical economic factors explaining this differ-
ence. The high level of accessibility of hospitals to the elderly that is demanded of integrated 
community care systems further supports the high ME75 in western Japan. It may be de-
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要旨
　75 歳以上の高齢者の二次医療圏単位の一人平均医療
費（以下、ME75）は西日本と北海道が高く東日本が低
い地理的不均一分布で、いわゆる西高東低北高と呼ばれ
ている。しかし、地理的不均一分布の確認はマップによ
る視覚的確認が主体で、統計学を用いた客観的確認がな
されていない。また需給要因等、原因の統計学的検証が
不十分である。そこで ME75 の地理的不均一分布の統
計的確認とその原因に関する解析を本研究の目的とし
た。地理的不均一分布の確認には、カイ二乗検定、2 値
Moran’s I および空間的重回帰分析により交絡因子を調
整した多変量地域集積性の定量分析を行うため、GeoDa
システムを利用した。
　二次医療圏単位でみた我が国の ME75 は明らかに西
高東低北高型の地域集積性を呈し、その医療経済的な主
因として療養病床、精神病床の人口比率が捉えられた。
西日本の ME75 は地域包括ケアシステムで求められて
いる高齢者の病院への高アクセス性の傍証とも考えられ
る。
　このため、西日本のシステムを東日本にも広げるのが
地域包括ケアシステムの視点から好ましいのか、あるい
は医療費高騰による我が国の医療システムの財源枯渇と
崩壊を未然に防ぐため、西日本を東日本と同程度に抑制
すべきか、いずれが正解であるのか、更なる研究が必要
である。

Ⅰ　はじめに
　厚生労働省は 20 世紀末の西暦 2000 年から国民運動で
ある「健康日本 21 運動」と公的介護保険制度が同時に
開始され、ついで 2008 年からは後期高齢者医療制度が
開始された。こうした一連の政策は 21 世紀のわが国の
保健と医療を一体化して健康寿命の延伸に繋げることを
目指した世界に先駆けた国家戦略である。しかしなが
ら、寿命が世界有数の水準に延伸し続けていることに伴
い 2017 年度版厚生労働白書1）によれば西暦 2000 年以降
2015 年度までに 30 兆円から 42 兆円に増大（GDP 比で

7.1％から 8.3％）し、うち後期高齢者医療費は 11 兆円
から 15 兆円に増大している。このことは医療技術の進
歩と国民意識の向上と相俟って財源の面から国民皆保険
制度の根幹を揺るがす恐れを示唆している。取分け、一
人当たり医療費がいわゆる西高東低の地理学的な地域差
の特徴2）, 3）が以前から指摘されており医療費の適正化対
象になっている。実際視覚的、すなわち主観による地理
的不均一分布（以下、uneven_D4）-6））の確認は、二次医
療圏単位の一人平均医療費の 75 歳以下の分布と 75 歳以
上（以下、後期高齢者）の分布（以下、ME75）のいず
れにおいても地理的に大きく偏在し、西日本と北海道が
高く東日本が低い、いわゆる西高東低北高型の分布：
uneven_D7）-11）であることが示されている。しかし、ME75
の西高東低北高型の uneven_D の確認はマップを用いた
視覚的確認が主体で、統計学を用いた地域集積性12）, 13）

の客観的確認がなされていない。また、主因が医療需要
要因、供給要因、社会経済的要因等のいずれであるかの
統計学的検証が不十分である。
　そこで ME75 の uneven_D の統計的確認とその原因
に関する解析を本研究の目的とした。

Ⅱ　方法
1　二次医療圏単位で評価できるものを再構成（手法 1）
　先行研究12）-20）を参考に 344 の二次医療圏単位で ME75
の地域集積性に関わる表 1左欄に示す 35 指標をまとめ
た。各指標は政府統計の総合窓口：e-Stat（https://
www.e-stat.go.jp/）に収録された人口動態調査、医療施
設調査、患者調査、医療保険調査等から選定した。特に
疾病分類については ICD-10 に基づく 20 分類の疾患発
生率を、市町村単位から二次医療圏単位に集積して指標
とした。
2　一人当り後期高齢者医療費の西高東低北高型の傾向
および、単値Moran’s�I、四分位分布の確認（手法 2）
　344 の二次医療圏の ME75 の四分位マップを作成し、
西日本と東日本間で全国平均以上の都道府県の比率差を
カイ二乗検定（以下、Chi-square test, Chi2-T）で検定

sirable to implement the western Japanese system in eastern Japan to achieve integrated 
community care systems, or perhaps costs in western Japan could be reduced to the level 
of eastern Japan as a precaution to prevent Japan’s medical care system from exhausting 
its funding and collapsing due to soaring medical costs. Further research will be necessary 
to determine the appropriate approach.

Keywords : cost of medical care for adults aged 75 years and older, uneven geographic 
distribution (high in the west/low in the east), geographic clustering, demand 
factors, supply factors
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した。その際に気象庁の地域区分を準用して西日本＋北
海道と東日本の自治体に分けた。なお、気象庁の区分で
は近畿と東海の両方に入る三重県と北陸の福井県は、い
ずれも東に区分した。さらに二次医療圏単位の ME75
の地域集積性検証するため単値 Moran’s I（以下、MoI）
値を求めた。
3　各指標の西高東低分布の確認（手法 3）
　表 1に示す各指標の西高東低型分布を確認するため
各指標の上位 50％を求め、西日本および北海道と東日
本の総計 344 二次医療圏の 34 指標ごとに平均値以上か
未満かで 4 区分し 2×2 のカイ二乗テスト（Yates の補
正）Chi2-T により西高東低型または逆の西低東高型の
uneven_D を確認した。

4　空間的重回帰分析を用いた定量分析（手法 4）
　GeoDa の空間的重回帰分析法（spatial multiple regres-
sion analysis, 以下、spatial_MRA）を用いて、ME75 を
目的変数、35 指標を説明変数として、交絡因子を調整
した多変量地域集積性の定量分析を行った。
5　各指標の西高東低北高傾向と地域集積性の視覚化
（手法 5）
　spatial_MRA による地域集積性を視覚的に確認する
目的で、35 指標のうち CHI2-T、spatial_MRA が共に高
度に有意（p ＜ 0.001）かつ特徴的である指標を 2 値
MoI および 2 値 LISA クラスターマップ（以下、LISA_
map）で示した。
　なお、本研究のデータは個人情報ではなく全て公表さ

表 1　空間的重回帰分析等による一平均人後期高齢者医療費の偏在性・集積性の同定
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れた情報であるため、倫理審査の対象外21）である。

Ⅲ　結果
　手法 1：表 1に示す 34 指標を分析対象指標とした。
　手法 2：図 1に全国 344 の二次医療圏の ME75 四分位
マップと MoI および CHI2-T の結果を示す。このうち
CHI2-T と MoI 値はいずれも高度な有意（p ＜ 0.001）で
あり、それぞれ西高東低北高の傾向と地域集積性を示し
た。すなわち、ME75 は明らかに西高東低北高で、かつ
高度に集積していた。
　手法 3：表 1に各指標の 2×2 表の内訳と Chi2-T の結

果を示す。
　この結果から西高東低北高型の uneven_D 傾向が有
意な指標は No.1 の療養病床数、No.2 の精神病床数、以
下指標 No.3、4、5、9、12、21、22、24、26、32、33 の
13 指標であった。また、西低東高北低型の有意な
uneven_D 傾向がみられたのは No.7 の第二次産業就業
者率、No.20 のⅡ新生物であった。
　手法 4：spatial_MRA 変数選択基準（Pin＝Pout＝0.15）
で変数減少法を行った結果、条件を満たした 14 変数に
よる定量分析の結果を表 1に示す。要因モデルの重回
帰係数は R＝0.8767（p ＜ 0.001）を示し、説明変数を構

図 1　二次医療圏の後期高齢者医療費の四分位（2013 年）

図 2　療養病床数 vs 一人当り後期高齢者医療費
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成する 14 変数は係数の有意性（Z 値）の絶対値の降順
に示した。そのうち 6 項目が高度に有意（p ＜ 0.001）で
あった。
　手法 5：手法 4 の結果から z 値が 0 以上の指標 4 つを
図 2～5までに、2 値 MoI および 2 値 LISA_map を MoI
の絶対値の降順に示した。

　また、2 値 MoI と 2 値 LISA_map の解釈のための補
足説明を巻末に附表 1、2として示す。

Ⅳ　考察
1　地域集積性の解釈
　相関関係と地域集積性の関係はしばしば混同し易いと

図 3　精神病床数 vs 一人当り後期高齢者医療費

図 4　第一次産業就業者数 vs 一人当り後期高齢者医療費
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思われるが本研究の場合、344 の二次医療圏の地理的位
置関係の情報を考慮せず個々の二次医療圏を独立して考
えるのが相関関係である。一方、地域集積性は隣接する
二次医療圏同士のデータ値を比較してその近似性と集積
性を定量分析している。単相関関係と二値地域集積性の
違いを例えるならば、全国自治体の冬季降雪量と自動車
事故に占めるスリップ事故率との関連の分析において、
単相関分析は単純に降雪量とスリップ事故率との正の相
関関係を検出するだけだが、地域集積性の分析は、どの
自治体の降雪量が多く、どこの自治体にスリップ事故が
多いかだけでなく、降雪量が多い地帯とスリップ事故が
多い地帯との関連性を数値で示し視覚的に確認できる。
仮に降雪自治体と非降雪自治体とが市松模様の分布をし
ている場合（以下、市松分布）と、いわゆる雪国に属す
る自治体にのみ降雪がある場合（以下、雪国分布）とで
は、市松分布の降雪量とスリップ事故率の地域集積性は
0 であるが、雪国分布は高度に地域集積性がある。これ
に対して相関分析では市松分布も雪国分布も全く同じ相
関係数が得られ「積雪量が多いとスリップ事故率が高い
という」という分析結果となる。
　本研究では視覚的、主観的に確認される不均一分布を
uneven_D とし、spatial_MRA で定量的に判定した。さ
らに、地域集積性のタイプは CHI2-T を用いて西高東低
北高、あるいは西低東高北低の 2 分類に判定したが、表

1において CHI2-T 値が有意でなく spatial_MRA で係数
が有意である No.8 の特別養護老人ホーム（以下、特養）
定員数人口比等の 6 つの指標は、西高東低北高型または
西低東高北低型以外の地域集積性を示している。
2　先行研究における一人当たり医療費の地域格差・西
高東低要因
　川野辺ら17）は重回帰分析による解析で供給要因であ
る病床数が医療費増加を説明できる主要因であり、かつ
高齢者医療費の場合がより顕著な説明力を持っているこ
とを示した。
　松井3）は 1 人平均医療費の「西高東低」の地域差の主
因は年齢構成であるが、年齢の影響を除去しても格差は
変わらないと述べている。この原因は患者の受診行動の
違いである可能性が最も高いと推定している。
　印南2）は全国市区町村の因子分析とパス・モデル解析
を用いた分析から、医療費の西高東低の格差分析で①年
齢、②世帯構成、③市町村経済、④個人経済、および⑤
面積密度の 6 つの因子で寄与率が 50％弱あるとした。
しかしながら視点はあくまでも市町村単位の地域差であ
り、地域集積性を用いた評価ではない。
　一方、色分けされた日本地図の uneven_D の西高東低
北高のような分布の偏りのタイプの判定は、一般に視覚
的確認のみで行われている。今回、本研究では視覚に
頼った主観的判断でなく MoI と LISA_map22）, 23）および

図 5　神経系の疾患患者 vs 一人当り後期高齢者医療費
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spatial_MRA を用いて客観的に数値化した地域集積性
として捉えた。この理由は、事象の伝搬性を捉える為で
あり、新型コロナウイルス（以下、COVID-19）感染症の
地理疫学でも多用されている24）, 25）。その他、先行研究14）-20）

において用いられている手法は厳密には都道府県または
市区町村間の平均医療費の違いに関する要因分析であ
り、一人平均医療費格差の西高東低その他の形態の地域
集積性の分析ではない。すなわち、例えば 47 都道府県
単位の先行研究であればデータレコードは通常都道府県
コードでソートされている状態で相関分析や重回帰分析
が適用される。しかし、この場合レコードの並び順をど
のように変えても全く同じ解析結果になる。この相関分
析は分布の地域的偏り、つまり、uneven_D を情報とし
て検出していないことを意味する。そこで本研究では多
変量の交絡因子を調整した地域集積性を求める spatial_
MRA22）, 23）を用いて ME75 の uneven_D とその要因を検
証した。
3　CHI2-T と spatial_MRA、二値MoI とマップを用い
た検証
　表 1の CHI2-T と spatial_MRA の結果は、医療供給
側要因として療養病床人口比と精神病床人口比が共に高
度に有意であり ME75 が西高東低北高型になることに、
療養病床人口比と精神病床人口比が高いことが強く関
わっていることを示している。一方、需要要因である、
がん、心臓病、肺炎、脳卒中の 4 大死因疾患の有病率の
西高東低北高型の地域集積性は高度に有意であり、
ME75 の西高東低北高の要因として示された。
　この療養病床人口比、精神病床人口比が ME75 の「西
高東低北高」を引き起こす背景には、西日本および北海
道と東日本との間に介護保険と医療保険の連携方法に地
理学的な格差があることが示唆された。現時点では仮説
であり確認の調査は必要であるが、特養に入所している
後期高齢者が重症認知症、いわゆる認知症精神行動症状
等のため療養病床または精神病床に入院する頻度が高
い、あるいは長期入院になる等のアクセス性および医療
保険上の取り扱いである入院期間等が、西日本と東日本
とでかなり異なっている可能性がある。
　厚生労働省26）は高齢社会の中で介護保険施設におけ
る基礎疾患がある入所者および認知症高齢者の療養病
床、精神病床への入院に関する適切な連携の必要性につ
いて認識し様々な対応をしてきている。
　しかしながら、介護保険施設と療養病床、精神病床を
有する関連病院との連携は地域の高齢化率、高齢者人口
比率によって大きく異なっていることが知られている。
金27）は全国 1,500 余の介護保険施設を高齢化率と高齢者
人口密度で 6 クラスターに振り分け保険者のアンケート
調査を行った。医療と介護の連携について、約半数の介

護保険者は、医師会や医療機関との連携について共通的
な認識が形成されてないことを示した。クラスター別に
は、過疎地域の高齢化率が高いところで医療と介護の連
携に問題があり、逆に高齢者人口密度が高い都市部で連
携が進んでいる。本研究においても表 1に示す一人平
均後期高齢者医療費の偏在性・集積性に係る要因の 1 番
目が療養病床、2 番目が精神病床人口比であり西高東低
北高の傾向が Chi2-T と spatial-MRA の両方の分析で高
度に有意であることから特養等の介護保険施設と療養病
床、介護病床を有する関連病院との連携が西日本および
北海道で高く、東日本で低いことが示唆された。
　本研究の限界として、本結果は都道府県単位では負の
傾向が有意であったが、この差の分析はできなかった。
また、地域の産業構造等の指標は spatial_MRA を行う
上で交絡因子の調整の目的で導入したため、本研究では
因果関係の考察を行わなかった。

Ⅴ　結論
　今回の研究から二次医療圏単位での ME75 の uneven 
D は、療養病床・精神病床人口比が中国、九州、四国、
および北海道で高いことが、ME75 が西高東低北高とな
る重要な要因であると考えられた。つまり、西日本では
後期高齢者が居住する特養と療養病床または精神病床と
の連携が強いか、またはアクセス性が高い、あるいは入
院期間が長いことが ME75 に寄与していると考えられ
る。これは地域包括ケアの目標28）からみると好ましい
と考えられるが、現在の医療制度を将来に渡って維持す
るためには、高齢者医療費の適切な制限も必要である。
この二律背反状態を解決するための研究が必要である。
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